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業務プロセス・情報システム標準化の背景・目的
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１. 業務プロセス・情報システム標準化の基本的考え方

背景

• 地方公共団体の情報システムは、これまで各自治体が独自に構築・発展させてきた結果、その発注・維持管理や制度改正対応などについて

各自治体が個別に対応してきており、人的・財政的負担が生じている。自治体の情報システムについて標準化・共同化を推進し、自治体行

政のデジタル化に向けた基盤を整備していく必要がある。

• 「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年12月25日閣議決定）において、基幹17業務について業務プロセス・情報システムの標準化を

進めることとされた。国民年金業務は基幹17業務の中の第2グループとされ、令和４年夏までに標準仕様書を作成することとされている。

• 令和3年5月に「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」が成立し(令和3年9月施行)、地方公共団体が標準化対象事務

（国民年金も含まれる予定）の処理に利用する情報システムは、基準に適合することが必要となった。

各主体のメリット

• 地方自治体：限られた人材のなか専門的な知識・ノウハウを共有することで、システム調達や法令改正対応等の業務及び調整に係るコスト

が減少し、他の業務に人材を充当できる。また、財政面では、カスタマイズ抑制、システム共同化による割り勘効果を生むことで、導入・維持

管理費用を削減する。

• システム事業者：個別のカスタマイズ要望が減ることによりその対応に係る負担が減少し、人口減少下で希少化するシステムエンジニアの人

員を他の分野に投入し、創意工夫による競争が可能となる。

• 住民：地方自治体ごとに異なる様式やプロセスが統一的に実施されることで、手続の簡素化や合理化が実現する。

効果

• 地方自治体のシステム調達において標準仕様を活用することで、調達プロセス自体を大幅に効率化する。

• 標準仕様を活用した調達により、カスタマイズの抑制と維持管理コストの削減を図る。また、事業者間での円滑なシステム更改も可能とする。

• カスタマイズ抑制により、ガバメントクラウド（Gov-Cloud）の推進を図る。
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2. 国民年金業務における業務プロセス・情報システム標準化の基本的考え方

国民年金業務における方向性

• 研究会等にて、構成員の合意形成を図りながら、国民年金システムに係る標準仕様書を作成する。（令和４年夏頃までを予定）

• 各システム事業者（※１）は、標準仕様書に記載された機能を搭載したシステムを構築する。

• 地方自治体は、システム更新時期を踏まえつつ、令和7年度までを目標時期として導入する。その際、各地方自治体が原則としてカスタマイ

ズせずに利用する姿を実現する。

※1 事業者間の競争環境を確保。各社が標準システムを自由に提供し、競争環境の中で、各地方自治体が各社の製品を自由に選択可能となる姿を目指す。

いずれは、全国的なサービスとしてLGWAN等のクラウド上でパッケージシステムの提供サービスを実施することが推奨される。

国民年金業務における方針

• 対象団体：全ての市区町村。

• 対象事務：法定受託事務および一部の協力連携事務を対象とする。

• 標準仕様書の取り扱い：住民記録システム標準仕様書で検討されている標準準拠の基準（※2）と同様とする。異なる取り扱いを行う場

合は、研究会等において議論を行い、明らかにする。

※2 標準化対象範囲において定義すべき機能について、「実装すべき機能」、「実装しない機能」、「実装してもしなくても良い機能」の３類型に分類し、可能な限り

類型のいずれかに該当するか分類をした上で、定義すべき機能の範囲内で分類されていない機能は、カスタマイズ抑制、事業者間移行の円滑化の観点から、実装

しない機能と同様のものとして位置付ける。
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３. 業務プロセス・情報システム標準化の目指す姿（目的）

業務プロセス、システム仕様（機能、帳票等）の標準化
A市 B市 C市 D市 E市 F市

各地方自治体の業務プロセス、情報システムがバラバラ 標準的な仕様によるシステム調達・サービス利用

・・・ A市 B市 C市 D市 E市 F市 ・・・

A
重複投資により人的・財政的負担が大きい
• システムの維持管理・制度改正による改修を個別対応せざるを得ない
• 各自治体で独自開発やカスタマイズがある

B
AI、RPA等の先端技術を活用しにくい
• 単独での利用だと、高価なAI、RPA等の先端技術を取り入れにくい
• 単独での利用だと、学習データも少なく学習効果を高められない
• 業務プロセスが他自治体と異なるため、RPAシナリオを共同利用できない

As-Is To-Be

C ベンダロックイン
• システム仕様がバラバラの結果、他ベンダへの移行が困難であり、競争が働かず割高になる

D
住民・企業等にとって手続きが不便
• 社員の住所地によってバラバラな様式・帳票に対応する必要
• 紙の申請書に記入し、窓口申請が必要

D

ガバメントクラウドの活用による人的・財政的負担の減少
• クラウドサービス利用により、IT資産の調達・維持管理の負担、および重複投資を削減
• アプリケーションの標準化により、制度改正対応や更新時の負担を削減

割勘効果によるAI、RPA等の先端技術の導入促進
• 共同化がしやすくなり、AI･RPA等の先端技術を安価に導入可能となる
• 学習データの増加により、AIの質が向上する
• 業務プロセスの標準化によりRPAシナリオを共同利用可能となる

ベンダ間の競争促進による調達コストの低減
• 各自治体が各社の製品を自由に選択・入れ替え可能となり、競争環境が確保される

様式統一・オンライン化による住民・企業等の利便性向上
• 異なる自治体にも統一した様式・帳票にて提出可能となる
• マイナポータルとの連携を含めたオンライン申請を促進

A B C

D

システム整備の
主体

先端技術の
導入状況

ベンダの
競争環境

業務の
統一状況

イメージ

C社 D社

A
B

A社 B社

C

業務プロセス・情報システム標準化の取組は、各地方自治体でバラつきのある業務フローや利用機能・帳票を統一することで、調達

コスト低減、IT人材不足の解消、住民サービス向上及び行政の効率化を進めることを目的としています。
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４. 業務プロセス・情報システム標準化の検討対象業務
業務プロセス・情報システム標準化対象として挙げられている17業務のうち、本研究会等を通じた標準化検討対象は第2グループ

に属する国民年金業務となります。

内閣府

児童手当

総務省

住民記録

選挙人名簿管理

固定資産税

個人住民税

法人住民税

軽自動車税

文部科学省

就学

厚生労働省

国民健康保険

介護保険

障害者福祉

児童扶養手当

国民年金

後期高齢者医療

生活保護

健康管理

内閣府及び厚生労働省

子ども・子育て支援

地方自治体の業務プロセス・情報システム標準化の検討対象業務

第1グループ

第2グループ

本研究会等を通じた
標準化検討対象
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５. 業務プロセス・情報システム標準化の全体スケジュール概要
令和3年5～8月に実施した各種調査結果も踏まえ、令和3年度中に標準仕様案をとりまとめる必要があります。

令和7年度
(2025年度)

令和6年度
(2024年度)

令和5年度
(2023年度)

令和4年度
(2022年度)

令和3年度
(2021年度)

令和2年度
（2020年度）

住民記録システム

第1グループ

標準仕様第1.0版
取りまとめ

システム開発
移行

他業務連携等調整

システム開発 移行

基
準
の
省
令

仕様作成

システム開発 移行標準仕様作成
基準の
省令

共通検討事項

非機能要件・SLAの検討

調査研究
(第1次、第2次)

第2グループ

データ要件・連携要件の検討

Gov-Cloudの提供

本研究会等を通じた
標準化検討対象

自治体システムが適合すべき「基準」（標準仕様）を
所管府省が省令で定めることとされている。

出典）総務省説明資料（自治体業務システム統一・標準化加速策） 令和２年９月25日



参考資料
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地方自治体の業務プロセス・情報システムの標準化の取組経緯

日付 概要

令和元年8月 自治体システム等標準化検討会（総務省）検討開始
※住民基本台帳事務

令和元年10月10日 令和元年第８回経済財政諮問会議

令和元年12月19日 新経済・財政再生計画改革工程表2019 経済財政諮問会議決定
※住民基本台帳事務以外の事務（地方税分野を含む）について、令和２年度以降標準化に取り組む旨明記あり。

令和元年12月20日 デジタル・ガバメント実行計画閣議決定
※住民基本台帳事務以外の事務（地方税分野を含む）について、令和２年度以降標準化に取り組む旨明記あり。

令和２年2月21日 地方自治体業務プロセス・情報システム標準化等に関する関係府省会議（第
１回） 開催（内閣官房IT総合戦略室）

令和２年2月26日 地方自治体業務プロセス・情報システム標準化等に関する関係府省会議
幹事会（第１回）開催（内閣官房IT総合戦略室）

令和2年12月18日 新経済・財政再生計画改革工程表2020 経済財政諮問会議決定

令和2年12月25日 デジタル・ガバメント実行計画改定閣議決定

令和3年9月1日 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律 施行
※標準化の対象範囲、技術基準の策定等を規定
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デジタル・ガバメント実行計画（令和2年12月25日閣議決定）

12 地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進

（1）地方公共団体における業務プロセス・情報システムの標準化の推進

（◎内閣官房、◎総務省、内閣府、文部科学省、厚生労働省、関係省庁）

地方公共団体における情報システム等の共同利用、手続の簡素化、迅速化、行政の効率化等を推進するため、地方公共団体の業務
プロセス・情報システムの標準化に取り組む。

具体的には、内閣府、総務省、文部科学省及び厚生労働省は、2020年度（令和２年度）に、部内の検討体制を整備の上、市町
村が情報システムを構築している地域情報プラットフォーム標準仕様又は中間標準レイアウト仕様で示されている業務（児童手当（内閣
府）、選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住民税及び軽自動車税（総務省）、就学（文部科学省）、国民健康保
険、国民年金、障害者福祉、後期高齢者医療、介護保険、生活保護、健康管理及び児童扶養手当（厚生労働省）並びに子ども・
子育て支援（内閣府、厚生労働省））について、行政サービスの利用者の利便性向上並びに行政運営の簡素化及び効率化に立ち
返った業務改革（BPR）の徹底を前提に業務プロセス・情報システムの標準化を進める。各府省は以下の事項に取り組み、住民記録、
地方税、福祉など、地方公共団体の主要な17業務を処理するシステム（基幹系システム）の標準仕様を、デジタル庁が策定する基本
的な方針の下、関係府省において作成する。

これを通じ、「（仮称）Gov-Cloud」の活用に向けた検討を踏まえ、各事業者が標準仕様に準拠して開発したシステムを地方公共団
体が利用することを目指す。このため、地方公共団体の情報システムの標準化・共通化を実効的に推進するための法律案を、2021 年
（令和３年）通常国会に提出する。その上で、国が財源面（移行経費等)を含め主導的な支援を行う。

その際には、「（仮称）Gov-Cloud」の利用に応じた地方公共団体の負担の在り方について合わせて検討する。また、目標時期を
2025 年度（令和７年度）とし、それに向け地方公共団体が対応に向け準備を始められる環境をつくる。その際、17 業務の標準化並
びに共通化について、地方公共団体が処理する事務が適切かつ効率的に行われるように、それぞれの事務ごとに詳細な検討を深めた上で、
デジタル庁が整備方針や標準化法の基本方針の下に全体を調整しつつ推進する。

なお、取組においては、多様な地方公共団体の実情や進捗をきめ細かく把握し、丁寧に意見を聴いて進めるとともに、地方公共団体にわ
かりやすく目標・取組・スケジュールなどの段取りを示し、適時・適切に調整しつつ、住民サービスの安定・向上と、地方公共団体業務の円
滑化・効率化を旨として、推進する。

抄1
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デジタル・ガバメント実行計画（令和2年12月25日閣議決定）

①住民記録（総務省）

住民記録システムについては、2020 年９月に標準仕様書（第 1.0 版）を取りまとめたところであるが、他の業務の標準化の状況等を
踏まえ、必要に応じて標準仕様書（第 1.0 版）を改定する。

②地方税（固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税）、選挙人名簿管理（総務省）

固定資産税、個人住民税等の基幹税務システムについては、「地方自治体業務プロセス・システム標準化等に関する関係府省庁連絡
会議」の方針を踏まえ、2021 年（令和３年）夏までに標準仕様書を作成する。

選挙人名簿管理に係るシステムについては、2022 年（令和４年）夏までに標準仕様書を作成する。

③社会保障（厚生労働省）

国民健康保険に係る業務支援システムは、標準システムの導入意義や効果を広く周知するとともに、導入地方公共団体を広げるための
機能改善を図るほか、公開されている設計書等について記載の粒度や活用実績等を踏まえ、2022年（令和４年）夏までに標準仕様
書の見直しを行う。

介護保険、障害者福祉に係る業務支援システムは、2021 年（令和３年）夏までに標準仕様書を作成する。

児童扶養手当、生活保護、後期高齢者医療、国民年金、健康管理に係る業務支援システムについても、2022 年（令和４年）夏
までに標準仕様書を作成する。

④教育（文部科学省）

就学に係る学齢簿作成、就学援助認定等のシステムは、2021 年（令和３年）夏までに標準仕様書を作成する。

⑤児童手当（内閣府）、子ども・子育て支援（内閣府・厚生労働省）

児童手当、子ども・子育て支援に係る業務支援システムについては、2022 年（令和４年）夏までに標準仕様書を作成する。

抄2



11

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律概要（令和3年9月1日施行）

出典）総務省自治行政局「地方公共団体の情報システムの標準化・共通化」（令和３年６月１日）


